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第４章 防災関連組織、取り組みと課題 

 

４－１ 防災に関する組織の概要 

カザフスタン国の防災組織は、国の機関として非常事態省（本省はアスタナ）がある。

本調査の対象地域のアルマティ市には、同省の地方局が置かれており、その下の各地区（全

6区）に非常事態部がある。また、同市には、本調査のカウンターパート機関のアルマティ

市防災局がある。 

 

（１）カザフスタン国の関連組織の概要 

カザフスタン国の非常事態の予防と対策に関する防災関連組織は、非常事態の国家シ

ステム（図 4-1-1）に示すとおりである。 

 

１）非常事態省 

非常事態省は、全国の 14 州の各州とアスタナ市及びアルマティ市の 2 市の合計 16

の地方局を有している。以下に、共和国の非常事態連絡網（図 4-1-2）、非常事態省の

全国組織（図 4-1-3）を示す。 

 

２）非常事態省アルマティ地方局 

本調査の対象地域内にある同省のアルマティ地方局の組織図は、依頼したが入手で

きなかった。同局には、住民教育センターがあり、その下のアルマティ市 6 地区の各

地区の非常事態部が、住民等への防災教育などを行う体制になっている。別に、共和

国教育センターもある。 

 

（２）アルマティ市の関連組織の概要 

本調査のカウンターパート機関の、防災局及び市の関連機関（図 4-1-5）の概要は以下

の通りである。 

 

１）アルマティ市防災局の概要 

防災局には、４－２－１で詳述する 7 部から構成され、各部は、その傘下に研究機

関、実働部隊等を有している。アルマティ市の非常事態の情報基盤（図 4-1-4）に非常

時の各機関への情報の流れを有している設備、機器、車両及びシステム等が示されて

いる。また、アルマティ市の各地区（計 6 地区）には、非常事態省の出先機関である

非常事態部と同様の部がおかれている。 

 

２）その他のアルマティ市関連局 

インフラ・ライフライン関係では、市内全域の橋梁データ（2002 年版）及び上下水

道の近代化（約 60%実施済み）、ガス等の地震対策プランがそれぞれ担当各局にある。

土石流、地滑り災害に関する対策は、天然資源･自然利用管理局で行っている。 
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本調査に係る、その他のアルマティ市における関連部局は以下の通りである。 

 

・建設局       ・旅客輸送    ・自動車道路局    ・住宅局 

・建築/都市計画局  ・上下水道局   ・天然資源/自然利用管理局 

・エネルギー/経済公共事業局 

 

（３）その他の関連機関の概要 

１）KSK（ケーエスカー） 

共同住宅等の管理組合として、公から民間に移行しており、市内におよそ 700 のオ

フィスがある。共同住宅等は、民間に移管後、住民が防災を含む、エレベーターや中

庭の管理、ごみ出しから建物の改築、維持管理までを担当している。 

特に危険度の高い地域の KSK を選んで、非常事態省アルマティ地方局がリーダーの

防災教育を実施している。民間の為、居住者への強制力が働き難く、建物の耐震補強

のための改築などは進んでいない。 

 

２）アルマティ市不動産センター  

同センターは、法務省法務局の傘下の組織で、建築物の登記所にあたり、建物台帳

がある。 

1920 年代からのアルマティ市内の全ての建物（所有者数で約 400,000 人、建物数で

約 100,000 件）の完了検査時の情報がある。収録されているデータには、建物評価の

ためのものだが、どの時代の台帳にも、基礎形式、構造種別、階数、建設年代の文字

情報が含まれている。既に、データの約 70～80％が電子化されている。データは、一

般にオープンにされており、有料で閲覧できるが、市役所経由であれば無料である。

但し、耐震性が問題とされる、旧ソ連時代の RC の大型パネルによる型番アパート群の

データは乏しいとのことである。 

 
図 4-1-1 非常事態に関する国家システム 
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図 4-1-2 共和国の非常事態連絡網 

 

 

図 4-1-3 非常事態省の全国組織 
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図 4-1-4 アルマティ市の非常事態の情報基盤 

 

 
図 4-1-5 アルマティ市組織図 

Appendix 1 Control Chart for Almaty City

Dep. - Department

SACC - state architecture and construction control

CD - civil defence

NR and NUR - natural resources and nature use regulation

Div. - Division

Min. - Ministry

JSC - joint-stock company

1. JSC
"Almatygoroformleniy

a" (City
Decoration); 2.

Charity funds and
organizations;
3.Political and

religious unions; 4.
National cultural

centres; 5. Municpal
Council of War
Veterans and

Pensioners; 6.
National commission
for family affairs
and gender policy;
7.Mass media; 8.

Division for
migration and
demography

Department of
Construction,

K.Usenov

Division for land
issues, K.Zhabagiyev

1. Dep. of customs
control, Almaty; 2.Dep.
of treasury; 3.Dep. of
Min. of labour and
social protection,

Almaty; 4.Div. of Min.
of Agriculture;

5.Statistics division;
6.Tax committee, Almaty;
7.State committee for

state propert and
privatization; 8.Almaty
branch of JSC "Appraisal

& Certification
Centre";9.Almaty branch

of Kazakh Clearing
Chamber; 10.Almaty

branch of "State centre
for pension payment";
11.Almaty branch of

1. Municipal committee
for land resources; 2.
Dep. of emergencies,
Min. of emergencies;

3.Branch of div. "Fire-
protection and rescue
services, Almaty";
4.Division for state

control and supervision
of emergencies; 5.
"Kazselezashchita"
(Kazakh mudflow
protection);

6.AlmatyGorNPSZem;
7.Kazakh

Seismology,Construction
and Architecture

Institute;
8.Appraisal&Licensing

Entities for design and
construction works

1. "Road Division";
2.Transport Control
Division. Almaty; 3.

Municipal
Environment

Protection Div.;
4."Almatytelecom";

5.JSC
"Almatymetrokurylys"

(metro
construction);

6.Road and Railway
Enterprises; 7.
Train and bus
stations: 8.

International Almaty
Airport; 9.New

passenger terminal
at the airport; 10.

Medeu Park

1. Department of the
Kazakh Agency for

regulation of
natural monopolies,

competition
protection and small
business support,
Almaty; 2. "Real-
Estate Centre,
Almaty"; 3. JSC
"Almaty Power

Consolidated"; 4.
JSC "Almaty Heating

Energy Company"

Div. for development
of languages,
K.Matyzhanov

Subdivisions of the
Management

Div. for archives and
documents,
K.Zhamhanova

State Utility
Enterprises

Div. for physical
culture and sports,

N.Nurov

Small Assembly of
Kazakhstan Nations,

K.Tabeev

Department of
housing, N. Askarov

Dep. of Architecture
and Urban Planning,

S.Baimagambetov

Dep. of  SACC, K.
Konirbayev

1. Department of domestic affairs; 2.
Committee for judicial administration,

Supreme Court; 3. Dep. of Justice, 4. Dep.
for the control of the economic and

corruption criminality; 5. Dep. of defence
affairs; 6. Dep. of the national security
committee of Almaty City; 7. Prosecutor's

office; 8. Almaty municipal court

Dep. of education,
G.Isimbayeva

Dep. of healthcare,
Z.Amanzholov

Department of
Culture, K.Bolmanov

Department of
internal policy,

A.Balayeva

Subdivision of
Agriculture

Division for
Tariffs, E.
Aitakhanov

Dep. of NR and NUR,
S. Makezhanov

Dep. of passenger
transport and automobile

roads, K.Sultanbekov

Dep. of Mob.
Preparation, CD,
Prevention and
Liquidation of

Emergencies, B. Iskakov

Department of
Finance, A.
Abdykadyrova

Dep. of
Entrepreneurship and

Industry,
E.Shormanov

Dep. of Employment
and Social Programs,

A.Nurlanov

Dep. of State Sanitary-
Epid. Control,
E.Durumbetov

Deputy Akim of
Almaty, S.Seidumanov

Head of the
Management, Z.Murzalin

Akim of Almaty
City

Dep. of Economy and
Budget Planning, L.

Vasilyeva

Dep. of energy and
public utilities,

A.Nesipbayev

Deputy Akim of
Almaty, Y. Zayats

First Deputy of
Akim, K. Bukenov

Deputy Akim of
Almaty, M.Mukashev

Deputy Akim of
Almaty, A.Smankulov

Deputy
Head of

Managemen
t

Deputy
Head, K.
Tazhiyeva
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４－２ アルマティ市防災局の取り組み 

アルマティ市の防災体制は、国家機関から市の機関まで、図 4-1-1～5に示す通りである。

市の防災局は、2005 年に法令及び市長の決定により設立された。「ア」市には、様々な自然

災害等を対象とする 2004 年策定の「アルマティ市防災計画」があり、この計画に基づいて

防災活動を実施している。 

 

４－２－１ 防災局の取り組み 

アルマティ市防災局の体制（図 4-1-5）は、以下に示す通りである。同局の業務は管理業

務が主で、実務等は各部の下部組織の研究所や実働部隊があたっており、大災害等の発災

後は、その原因等の分析が主な業務になる。 

同局の業務の主な目的は、緊急時の救助活動や特別なサービスの実施、火災、洪水やそ

の他の自然災害からの保護である。主な活動は、以下のとおりである。 

 

・ 緊急事態における必要な救助活動 

・ アルマティ市の少人数オフィスの組織、確保等 

・ クライシスセンターの設置及び組織化 

・ 人為的・自然的な緊急事態の増大から個人や法人とその財産を保護する為の車両、

航空機等による避難、輸送、護送 

・ 救助、防火、生物、化学、細胞学、医学などの緊急作業の救助活動の実施 

・ 犯罪による緊急事態におけるアルマティ市域内の市民保護、救援活動の実施 

・ 火災、洪水、放射能、地震、化学的などによるアルマティ市の事物への緊急事態の

モニタリングおよび防止 

・ 航空輸送による人々や荷物の輸送 

・ 医療センター、医療共済による緊急事態による被災者に対する医療サービスの便宜 

・ 個人や法人を保護する為の生命救助器具、財産、保護の手段、技術や装備の供給 

・ 護衛方法の技術的サービスの事業化、防火技術や装備の生産と具現化 

・ アルマティ市域における市長達の行政の確保 

・ アルマティ市の貯水池における水質保全と施設の安全の実施 

・ 組織、個人や法人に係わらず海岸、衛生施設及び水関連施設の援助と技術者研修 

・ アルマティ市の社会経済、自然地理、人口統計等の情報のデータ及び緊急時に危険

な事物、緊急事態の防止と整理のための計画に関する情報の収集 

・ 伝染病に対する衛生上の防止対策の実施 

・ 市民の安全に関する知識の普及の為の朗読、セミナー、エキスポの実施、同様に企

業、組織や地域の緊急事態からの保護及び救急法の研修  

 

現行のアルマティ市の自然的人為的防災計画は、以下の計画に基づいている 

・ アルマティ市民間防衛計画 

・ アルマティ市自然災害対策計画 
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上記の計画や法規に従って、以下の活動計画が形成され実施されている。 

 

・ アルマティ市の市民及び施設を危険な地質学の現象と外的危機からの保護 

・ アルマティ市の貯水池と河川 

・ 自動情報システム“セーフシティー” 

・ 教育施設の耐震強化、2004-2010 

・ 病院施設の耐震化の拡大、2004-2010 

・ 古い家屋の完全修復と悪化した家屋の除去 

 

（１）防災局の各部の取り組み 

防災局には、以下に示す①～⑦の 7 部がある。職員は、局長、副局長の下、選抜試験

（コンクール）で選ばれた 42 名で国家公務員法による行政官である。 

 

① 分析業務調整部：（構成人員 4名） 

② 民間防衛緊急動員準備部：（構成人員 8名） 

③ 自然災害予防部：（構成人員 5名） 

④ 人為的災害予防部：（構成人員 8名） 

⑤ 特別（シークレット）作業部：（構成人員 4名） 

⑥ 人事組織部：（構成人員 5名） 

⑦ 財務部：（構成人員 5名） 

 

その内の②、③、④の各部が、防災活動と災害時の活動の中心となっている。 

 

１）民間防衛緊急動員準備部（構成人員の専門分野：元軍人、水文地質、他） 

同部の部長は元軍人で、アルマティ市の地域防衛、民間防衛が主な役割である。2007

年 3 月 1日～2日（民間防衛の日）には、市の民間委員会の指令に基づき「春の防災訓

練・教練」が行われた。参加対象者は、ガス等のライフライン関係の 17 のサービス機

関の職員（数十人規模）で、テキストを用いた防災プログラムが「０５１」（後述）で

実施された。 

 

２）自然災害予防部（構成人員の専門分野：建築、畜産、水利工学、植生、他） 

同部には、傘下にブルドーザー等を持つ機工部隊がある。 

 

３）人為的災害予防部（構成人員の専門分野：建築、エネルギー、暖房、他） 

同部には、傘下にブルドーザー等を持つ機工部隊がある。 

 

（２）主な下部機関 

１）「０５１」（アルマティ市レスキューサービス） 

非常事態省の大臣の発言より、2002 年に設立された 250 人規模の機関で、従前の火

災や上下水道事故など、縦割り型の対応から統一して対応する統一管制サービス型へ
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移行した。アルマティ市がサービスの対象地域だが、ジャンビール地震の際にはレス

キュー隊が現地に出向いている。 

 

「０５１」は、日本の 119 番や 110 番のような電話番号で、日常的に市民に利用さ

れている。レスキュー隊には、約 100 人の隊員と照明機器、チェーンソー等の機材及

び各種車両、ヘリコプター（2機）やロシア製の簡易テントなどを有している。 

 

市民からのガス漏れ事故などの通報を、司令室の 8 台の電話台（10 回線／台）を用

いて、24 時間体制、無料サービスで受けている。通報内容により、消防や警察などへ

の転送やレスキュー部隊の出動などに振り分けている。１日に約 300 件のコールがあ

り、その約 1割にあたる１日約 30 件に対応している。現在、この規模で通常の業務に

問題はないが、地震時にはつながらないこともある。 

 

「０５１」には、地図ソフト（オラクル-9）をベースに、地震研究所作成のマイク

ロゾーニングや断層データを加えた「リスクマップ」（同所プログラミング部作成）が

ある。全市をカバーしており建物情報としては、住居表示と建物形状（2次元）のデー

タのみが含まれている。 

 

「０５１」の年間予算は、国からの 10 億テンゲ（2006 年度）で、市からは重機（2006

年度、18 台）が供与されている。今後の展開として、サービスの対象分野と対象地域

を拡げる事などが考えられている。 

（写真 4-2-1、写真 4-2-2、写真 4-2-3、写真 4-2-4） 

 

２）クライシス・センター（危機管理センター） 

「０５１」には、敷地内の建物の地下 8ｍの部屋（400～500 ㎡程度。写真撮影不可）

に大規模災害対策用の指令室として、クライシス・センター施設がある。同センター

は、大規模災害が発生した時にのみ設置され機能する施設で、長期間の立て籠もりが

可能なように食堂や自家発電装置等を有している。 

 

同センターの建物は頑強で、震度 9（MSK 震度階）でも残るものと想定されており、

発災時には、行政及びガスや電気など機関のトップが集結する。外部との通信は全土、

各局間とも可能で、コンピュータは、市庁舎、非常事態省、首相などに直結している。 

（写真 4-2-5、写真 4-2-6） 

 

（３）防災啓発活動及び避難場所等 

民間防衛と非常事態に関する市民への教育は、市の行政と非常事態省アルマティ地方

局が職場、学校、居住地に応じて、マスコミ媒体や特別演習など通じて行っている。 

 

１）防災訓練、啓発活動  

防災関連の教育・啓発活動は、非常事態への訓練システム（対象者カテゴリー）(図
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4-2-1)に示すように、職場や学校毎のいわゆる縦割り型のシステムである。 

 

・ 学生は、大学、中等専門学校、職業技術校、普通教育学校、小学校入学以前の児童

まで、それぞれの段階で四半期毎の地震災害訓練、土砂災害訓練などが実施されて

いる。 

・ 民間防衛・非常事態編隊のメンバーは、それぞれ決められた期間毎の訓練に召集さ

れ様々な関連演習を受けている。 

・ その他の一般の勤労者は、グループ学習で複合演習、労働安全教育などの様々な演

習、訓練に召集される。 

・ 生産に従事しない住民（年金生活者）は、パンフレットや広報プログラムで自習及

び訓練へ参加する。 

 
２）避難場所、避難ルート 

住民避難の決定は、共和国政府によって採択され、中央及び地方の行政機関、組織

により実行される。住民の受入と収容の為の保養施設、サナトリウム、保養区域の態

勢が整えられており、住民の生活機能が確保されるための様々な対策が採られている。

避難ルートには、交通規制監視所が配置される。 

 

避難場所は、（収集資料№59）に示される多数の場所が、家屋喪失者の集合場所、負

傷者の受入場所、死者の受入場所として、市内の各地区に設けられている。表 4-2-1

に示す避難場所には、公園、学校、スタジアム、広場、運動場等が、家屋喪失者の集

合場所等として指定されている。 

 

表 4-2-1 アルマティ市の集合避難場所（箇所） 

地区名 鉄道利用 自動車利用 徒歩 合計 
Almaly 地区 2 5 6 13 
Auezov 地区 2 4 6 12 
Bostandyk 地区 1 5 6 12 
Zhetysu 地区 1 7 7 15 
Medeu 地区 2 6 8 16 
Turksib 地区 2 8 6 16 

 

家屋喪失者の集合場所（Medeu 地区）（図 4-2-2）に示す集合場所のひとつ「Dvorets 

shkol’snikov」広場を踏査した。同広場は、比較的新しい中高層の共同住宅と学校に

囲まれた大きな公園であるが、避難場所の表示、防災倉庫等は設置されておらず、近

隣への広報も、学校関係を除き未だ十分ではない。 

（写真 4-2-7、写真 4-2-8） 

 

1000 人収容施設の配置図（図 4-2-3）に示す居住用テントは、「０５１」などに保管
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されているロシア製のものが主で、伝統的な移動式テント（Yurt）はあまり用いられ

ていない。 

 
図 4-2-3 1000 人収容施設の配置図 

 

 
図 4-2-1 非常事態への訓練システム(対象者カテゴリー) 
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図 4-2-2 Medeu 地区家屋喪失者の集合場所 
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写真 4-2-1                 写真 4-2-2 

写真 4-2-3                 写真 4-2-4 

 

写真 4-2-5                 写真 4-2-6 

 

写真 4-2-7                 写真 4-2-8
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４－２－２ 建設局の取り組み 

建設局(Dep.of Construction)は学校、病院等の公共建築物の建設を担当している。職員

は 24 名で、以下の課で構成され、年間予算は 160 億テンゲである。 

 

(1) 技術課(Technical Division) 3 名、技術を担当。 

(2) 工業課(Industrial Division) 7 名、建設プロセスの管理を担当。 

(3) 計算契約課(Calculation and Agreement Division) 5名、設計契約、工事契約を担当。 

(4) 財務課(Finance division) 4 名、財務を担当。 

 

当局は学校、病院等の耐震補強を担当している。｢アルマティ市防災計画｣の中で、学校

については、283 の教育施設の耐震化を目的とした「教育施設耐震化計画」（2004～2010）

が実施されており、国家予算とアルマティ市の予算から総額 183 億 5,300 万テンゲが拠出

される。病院等の医療施設については、55 の医療関連施設の耐震化を目的とした、「医療関

連施設の建物と構造物の耐震化計画」が実施され、国家予算とアルマティ市の予算から総

額 69 億 4,900 万テンゲが拠出される。 

｢アルマティ市防災計画｣には、上記二つの耐震化計画の他に、アルマティ市の老朽化し

た住宅の大規模修繕及び損壊の恐れがある家屋の撤去に関わる計画が記載されているが、

大規模修繕は現在のところ行われていない。 

耐震補強の図面作成及び構造計算は KazNIISSA など外部に委託している。構造計算書に

ついては、建設局は保有しておらず、資料として入手・閲覧することはできなかった。 

 

４－２－３ 交通局の取り組み 

交通局(Dep.of Passenger Transport and Automobile Roads)は社会基盤を担当している。

職員は 20 名で、以下の課で構成されている。 

 

(1) 道路、インフラストラクチャー課(Loads and Infrastructure Division)：道路その 

他のインフラ建設整備を担当 

(2) 運輸課(Transport Passenger Division)：タクシー、バスに関する業務を担当 

(3) 工業課(Industrial Division)：橋梁、道路、空港、鉄道の品質管理及びメンテナン 

スを担当 

(4) 法務課(Regal Division)：契約を担当 

(5) 経済課(Economic Division)：支払いを担当 

 

橋梁については 2002 年にインベントリー調査結果がまとめられ、報告書となっている。

現在、当局では、本インベントリー調査を改訂中であり、改訂作業を DORNi に委託してい

る。本格調査の時はインベントリー調査を提供できるとのことであった。またアルマティ

市では 1986 年より 8駅を備えた延長 8.3km の地下鉄を建設しており、2009 年に完成予定で

ある。 
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道路、立体交差、橋梁の設計と工事監理は、以下に示す外部のコンサルタント会社に委

託している。 

 

(1) Institute of Trans Story Project 

(2) Institute of Prom Trans Project 

(3) DORNi 

(4) DOR Transe 

 

上記のコンサルタント会社の一つ Institute of Trans Story Project へのヒアリング結

果は以下のとおりである。 

同社は有限責任会社で、約 50 名の職員からなる。5 年前から 7 つの橋梁の改修補強工事

の設計と管理をしているが、別会社がアルマティ市全ての橋梁のインベントリー調査を

2002 年に実施していることは知らなかった。 

構造計算方法の変更箇所については、3D プログラムを使うようになったこと、ドイツや

ロシアのプログラムを使うようになったこと、があげられた。橋梁の重要度については、

マイクロゾーニングに従って進度を決めるとのことであった。土木構造物の設計には非常

事態省の承認が必要であるが、非常事態省との質疑回答は全て手紙でされるので窓口以外

は、非常事態省のどの部門が審査をしているのか分からないとのことであった。 

 

４－２－４ エネルギー・公益企業局の取り組み 

エネルギー・公益企業局(Dep.of Energy and Public Utilities)は電気、ガス、給湯、

上下水道を統括している。職員は 24 名で、以下の 5課で構成されている。 

 

(1) エネルギー課(Energy Division) 5 名 

(2) 公益企業課(Public Utilities Division) 5 名 

(3) メンテナンス課(Maintenance Division) 4 名 

(4) 財務課(Financial Division) 3 名 

(5) 総務課(Administrative Division) 5 名 

 

当局は「Development and Modernization of Energy Complex Program of Almaty City 

2005-2015」を策定している。この計画はエネルギー及び公益企業の現状と各施設の投資計

画を記載しているもので、配管更新計画図（写真 4-2-9）を含む。実際の計画書作成や作図

作業は 1) KAZ NIPI ENERGO PROM (SNiP)、2) Institute of Energy という外部機関がおこ

なっている。これらの図面は許可がないと提供できないとのことであった。 
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写真 4-2-9 エネルギーコンプレックス計画図 (左：給湯配管計画図、右：図面タイトル) 

 

メンテナンス課では市内の約 700 ある KSK(ケーエスカー：集合住宅管理事務所)のゴミ処

理、中庭、エレベーター管理等のコーディネートをしている。発電所が 2 カ所あり、一つ

は 1980 年代に市の郊外、地下 12m の所に設置されており、もう一つは 1937 年市北部の地

上に設置され、老朽化しているとのことであった。地震対策としてのフレキシブルジョイ

ントについては、ドイツの技術を使って導入し始めているが、まだ導入箇所は少ない。ま

た、郊外で地上に配管されているガスパイプについては、新しい SNiP では地下埋設方式と

なっており、順次更新されていくとのことであった。共同溝の設置は MEDEU 地区の高層ビ

ル開発地区で小規模に敷設されているとのことであった。 

 

エネルギー・公益企業局の下部組織に上下水道を管轄する組織として BODA KANAL がある。

職員は 2,742 名、年間予算は 27 億テンゲ、(1)水源課、(2)配水課、(3)下水道課からなる。

当機関は 1 日 1,309 千 m3の水を供給し、2,500 km の水道管と 1,420 km の下水道管を経営

管理している。水道管の 60％はダグタイル鋳鉄管で耐用年数は 50 年、継手は全てフレキシ

ブルジョイントとなっており、震度９の地震にも耐えられるようになっている。残りの 40％

はスチール管で耐用年数は 25 年、スチール管は順次更新されていく計画である。配管は地

図上で全てデジタル化されており、インベントリーもあるが、許可がないと提供できない

とのことであった。 

一般の住宅、集合住宅その他のビルの給水設備に関しては、受水槽を持たず、市内に 120

カ所ある貯水槽から直接給水するシステムとなっている。以下に貯水槽の一つ(写真 4-2-3)

を掲げるが、大きさが約 30m×40m×高さ 5m で容量が 6,000m3のコンクリート製で周囲に盛

土がしてある。耐震的でないものもある。 

上下水道をはじめ電気、ガスなどのサービス施設については、地震等の非常事態を想定

した計画をそれぞれ作成している。 
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写真 4-2-10（貯水槽外観） 

 

４－３ 非常事態省アルマティ地方局の取り組み 

非常事態省の組織図は、図 4-1-3 に示すとおり。同省アルマティ地方局の組織図は、要

求したが提出されなかった。 

 

現行のカザフスタン国の防災に関する計画等は以下のとおりである。 

・ カザフスタン共和国民間防衛計画 

・ カザフスタン共和国自然災害対策計画 

・ 自然的人為的災害に対する防止と整理、国家コントロールの改善のためのコンセプ

ト 

・ カザフスタン共和国非常時の防災と整理の為の国家プログラム 2007-2015 

 

これらの計画等は、「カザフスタン共和国憲法」と「民間防衛」、「自然的･人為的災害」、

「緊急-救急サービスと救急員の身分」に関する法律及び「非常時の防災と整理のための国

の体制」に関するカザフスタン共和国政令（№1298、1974 年 8 月 28 日）に基づいている。 

 

（１）アルマティ地方局の役割 

同局は、アルマティ市防災局の危機管理センター、アルマティ市救急サービス、派遣

機関やその他の部局等の活動を同局の機能の中で調整する役目を負っている。また、同

局の傘下には、住民教育センターとアルマティ市各地区に非常事態部を設置している。

同センターの主な役割は、産業指導者等の教育訓練などで、一般住民の訓練については、

国の責任となっている。アルマティ市の自然災害被害の評価及びリスク評価等の作業は、

非常事態省とアルマティ市が共同で行っている。1996 年の会議で発表された被害予測で

は、アルマティ市の死者数 75,000 人、負傷者数 300,000 人の数字が示された。被害予測

は、震度階毎の予測手法を用いている。 

現在、アルマティ市と住民を保護する予防措置の計画が策定されており、計画には、

技術的・地質学的区分とアルマティ市の技術的な準備態勢、耐震建築、住民教育等が含

まれている。 
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（２）同局の課題 

図 4-2-1 に見るように、学生や勤労者単位の、縦割り方の教育、訓練システムなので、

住民単位などの居住地区ごとの防災教育、訓練がなされていない。KSK を通じての居住区

毎の住民教育が必要である。 

市の各地区に同局の非常事態部と市の出先機関が形式的には重複しているため、効率

的な運用ができていない。今後、アルマティ市防災局との連携、協働の検討が必要であ

る。また、プロフェッショナルのレスキューチームが少ない。 

 

（３）関連条例、命令等 

非常事態の予防および処理といった問題に関わるアルマティ市条例、アルマティ市長

の決定および命令は、以下のとおりである。 

・ 2003 年 5 月 21 日付「2003 年 4 月 14 日付カザフスタン共和国『2003 年から 2010

年にかけてのアルマティ市国家開発プログラムの実現について2003年から2005年

にかけて採られる方策の計画の承認に関する政府令』第 356 号の実現についてアル

マティ市長が採る方策の計画の承認に関する条例」第 2/309 号 

・ 2002 年 1 月 31 日付「アルマティ市における危険な産業施設の安全宣言に関する条

例」 

・ 2002年2月4日付「アルマティ市生産施設および社会施設における被災住民集合所、

避難所の市避難委員会に関する条例」第 1/97 号 

・ 2002 年 6 月 18 日付「アルマティ市の発展課題に関する条例」第 3/393 号 

・ 2002 年 12 月 13 日付「アルマティ市統一的当直司令部創設に関する条例」第 5/108

号 

・ 2003 年 8 月 8 日付「土地を特別に保護された自然区域および市の健康増進用地とし

て確保する問題を扱う市の特別委員会の創設に関する条例」第 4/462 号 

・ 2002 年 9 月 25 日付「2002 年 4 月 5日付『アルマティ市の民間防衛および非常事態

担当部局に関する市長の決定』第 55 号の修正に関する条例」第 4/626 号 

・ 2001 年 10 月 3 日付「国営公共企業『アルマティ市救助部』の創設に関する条例」

第 3/229 号 

・ 1997 年 11 月 7 日付「1997 年 8 月 26 日付カザフスタン共和国政府令第 1286 号の実

現のための措置に関する市長の命令」第 667 号 

・ 1998 年 11 月 20 日付「アルマティ市における外因性非常事態の追加的予防措置に関

する市長の決定」第 1158 号 

・ 2002 年 8 月 5 日付「アルマティ市の民間防衛および非常事態担当部局に関する市長

の決定」第 55 号 

・ 1999 年 1 月 9 日付「非常事態および民間防衛における市の予防および行動システム

の組織に関する市長の決定」第 15 号 

・ 1999 年 10 月 18 日付「予備基金資金の利用規則の承認に関する市長の決定」第 978

号 

・ 1 月 22 日付「2010 年までのアルマティ市民間防衛の発展および改善のための追加
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的措置に関する市長の決定」第 10 号 

 

アルマティ市議会の決議 

・ 1997 年 5 月 23 日付第 1回召集第 14 定例会議「自然災害および人為的災害による非

常事態からの住民、環境、経済活動施設の保護の状況および改善措置に関する市議

会決議」 

・ 2000 年 6 月 2 日付第 2回召集第 5定例会議「アルマティ市の管理機関、民間防衛部

隊の準備および態勢整備措置に関する市議会決議」 

・ 2004 年 3 月 26 日付第 3回召集第 5定例会議「諮問機関であるアルマティ市庁付属

非常事態予防処理官庁間委員会の構成員の承認に関する市議会決議」 

 

国際条約 

・ 1998 年 11 月 25 日付「CIS 加盟国領内における地震モニタリングシステム構築の国

家間科学技術プログラムに関する CIS 会議決定」（モスクワ市） 

・ 1997 年 11 月 25-27 日付国際赤新月運動を構成する組織の国際的活動に関する協定

（セビリア市） 

・ 1992 年 8 月 10 日付カザフスタン共和国と国際赤十字および赤新月社連盟との間で

のアルマティ市における国際連盟地域支部の地位に関する協定 

・ 1992 年 5 月 20 日付カザフスタン政府とアメリカ合衆国政府との間の支援を緩和す

る協力に関する協定（ワシントン市） 

・ 2000 年 10 月 9 日付人道分野における協力の発展に関するカザフスタン共和国とロ

シア連邦との間の覚書（アスタナ市） 

 

４－４ 国立地震研究所の取り組み 

地震観測システムは、JICA による「アルマティ市における地震防災及び地震リスク評価

に関するモニタリング向上」によって、技術および体制は向上した。強震観測、微小地震

観測、GPS 観測などが精力的に行われ、その成果も出てきている。アカバノフ所長によれば、

地震危険度予測の精度は格段に向上し上部機関や外部にも自信を持って公表できるように

なったということである。地盤関係の調査では、地質そのものに対しての研究は最近ほと

んど行われていない。地質情報については、後述する「建設のための地質工学および地震

研究会社（Geotechnical and seismic research for construction）（“LLC KAZGIIZ”）」か

らの情報によっているという。どこの資料にも出てくる、アルマティ市内の活断層調査は、

旧ソ連時代（1980 年代）に行われたものである。地震探査（弾性波探査）によって、扇状

地砂礫層下の基盤の中にある不連続層を確認し、それを地表に垂直に投影したものである。

砂礫層中の断層や断層地形の確認は行われていない。 

周波数スペクトル分析が実施されているが、実施箇所がメデウ地区とボスタンディック

地区に限られており、JICA 調査の中でも、市内の広範な箇所での実施を期待している。 

国立地震研究所では、地震ハザード予測関係では、距離減衰式に基づく地表加速度およ
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び震度予測をパソコンで予測・表示するシステムを持っており、マグニチュード、震源な

どパラメータを設定するとカザフスタン国内での震度分布が即時に表示されるようになっ

ている。 

国立地震研究所では、外部からの委託研究も実施している。アカバノフ所長によれば、

既存の水力発電所、火力発電所、ダム、石油貯蔵施設などのある場所の地震危険度および

施設そのものの耐震性評価なども行っており、詳細な計算書なども実際に紹介された。 

地震予知センター（“PROGNOZ”）との関係1について、アカバノフ所長によれば、両機関と

も交流を持ちながら地震研究をしていると言いながら、“PROGNOZ”はやや低級で、国立地

震研究所にデータを提供する立場にあり、あちらには地震予知情報を出す権限はないとい

うことである。また、国立地震研究所のスタッフが 400 人いるのに対して、“PROGNOZ”の

スタッフはわずかで研究内容も限られているということである。 

「死者 7 万 5 千人････」という被害想定調査の報告書について、閲覧を希望したが、こ

れについては、人心を乱す恐れがあるという判断で、内部資料としての扱いになり、公開

できないとのことである。 

地震研究所では集合住宅の耐震性について調査をしている。下表はその結果である。 

 

表 4-4-1 集合住宅の耐震性、アルマティ市、2001 年 

Seismic Resistant Seismic Non-Resistant To be Investgated District Apartments Inhabitants of 
Apartments Number of 

Apartments
Area 
M2 

Number of 
Apartments

Area 
M2 

Number of 
Apartments 

Area 
M2 

Bostandyk 1,745 102,319 892 344,198 519 784036 334 128,790
Almalin 847 72,138 300 224,729 343 624,764 204 78,662
Auezov 3,587 157,412 1,665 270,852 1,192 1,118,152 729 281,102
Medeu 1,304 58,192 757 145,556 374 493,268 173 66,708
Zhetysu 649 30,889 360 72,990 126 239,464 163 62,852
Turksib 3,182 82,103 2,175 304,796 755 531,438 233 89,844
Total 11,294 503,053 6,149 1,363,124 3,309 3,791,123 1,836 707,972

出典：PPT 資料、地震研究所 2007 

アルマティ市の一部の地域については下記の写真のようにデジタル化されたデータを持

っている。 

 
写真 4-4-1 

                                                  
1 後述する地震予知センター（“PROGNOZ”）所長からのヒアリング内容とは異なる印象である。 
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４－５ その他組織の取り組み 

（１）カザフスタン国非常事態省（Ministry for Emergency Situations of the Republic 

of Kazakhstan）土石流防止サービス（“Kazselezaschita”） 

“Kazselezaschita”は、カザフスタン国での雪崩、地すべり、洪水対策を所管する中

央省庁機関で、予算は中央政府予算である。下部に各地域管理事務所（6州に 11 事務所）

と“PROGNOZ”がある。“PROGNOZ”のみ、地震予知をメイン業務とし、土石流を担当す

る各地域管理事務所とは異質である。 

アルマティ市は土石流の危険性が高く、過去にもたびたび土石流が発生してい

る。”Kazselezaschita”は土石流を防ぐために、1956 年に鋼製枠式ダム2を 2基建設し、

その後メデウに大きな重力式ダム（メデウダム）を建設した。アルマティ市に関わる流

域では、11 基のダムが建設され、”Kazselezaschita”によれば、現状ではアルマティ市

には土石流の危険性はないとのことである。流域には観測所が設置され、警報システム

が稼動している。なお、上流部の積雪の多い地域の観測所では冬季以外、下流部では通

年、24 時間体制の観測が行われている。現在建設されているダムは、耐震性も考慮され、

震度 9の地震に対しても崩壊等の被害は起きないと考えられる。 

 
図 4-5-1 カザフスタン国非常事態省土石流防止サービスの組織図 

 

”Kazselezaschita”は自然災害を広範に扱う機関で、統一した災害対策政策のもとに

活動している。 

 地震に関しては、予知業務を主体に行っている。歴史的な大地震である、1911

年 Keminski 地震と 1978 年地震の被害データは所有している。これらの地震時に

土石流が発生した。 

 土石流と洪水対策が主要業務である。土石流の危険性を把握した上で、土石流

対策施設の設計を行なっている。危険性のある区域では省庁管理を行なってい

る。 

 ここで起こる土石流は、雪解けによる洪水（ここでは土石流と呼ぶ）が主であ

                                                  
2 2 基の鋼製枠式ダムについては、メデウダムが建設されたため、ほとんど不要になっている。 



50 

る。また、山岳氷河の融解や崩壊、氷河湖の決壊（越流？）による土石流にも

注意している。 

 カザフスタン南部は土石流の危険性が高く、過去 100 年間で、1000 万㎥規模の

大規模な土石流が、1921 年、1950 年、1973 年、1976 年の 4回発生した。また、

それより小さい規模の土石流は同じく 100 年間で約 700 回発生した。なお、1973

年の土石流はメデウダム(貯水量 1250 万㎥)があったため、アルマティ市は土石

流に見舞われることはなかった。これらの土石流は大雨や氷河湖の決壊（越

流？）によるものである。 

 モニタリングシステムは 36 の管制ポイント、120 の観測所がある。観測作業員

は 700 人、さらに運転手などがいる。 

 土石流、地すべりおよび雪崩の危険性評価は、その手法が確立していないため

行なわれていない。リスク評価については旧評価手法の見直しの段階である。 

 アルマティ市は７つのダムによって守られている。ダムの危険性評価は行なっ

ていない。 

 

（２）カザフスタン国非常事態省（Ministry for Emergency Situations of the Republic 

of Kazakhstan）土石流防止サービス（”Kazselezaschita”）科学と生産センター

（“PROGNOZ”） 

“PROGNOZ”は”Kazselezaschita”の一部で、土石流を担当とする他のセクションと

はやや異質である。“PROGNOZ”（予知という意味を持つ）は 1988 年のアルメニア地震

を受けて、前大統領の判断により作られた地震予知の組織である。2006 年 3 月に首相令

が出て、さらに地震予知に力を注ぎ、日本の地震予知の先進例を学んでいる。 

 

 国立地震研究所との違いは、国立地震研究所が基礎研究と地震の長期予測に特

化しているのに対して、“PROGNOZ”は短期地震予測に特化している。 

 カザフスタン全体で地震観測点が 50 点しかない。9 箇所ある観測所で独自開発

した機材により、観測を行っている。独自観測機材とは振り子式地震計。その

他、標準的な地震計による観測、地球電磁気的観測、GPS 観測などを行っている。 

 地震予知は、カザフスタン国内に限らず、ユーラシア全体の予知を行っている。

過去 2 年間で 31 回の評価を行い、そのうち 26 回は予知に成功している。予知

の三要素（時期、マグニチュード、場所）がすべて予知できたということであ

る。 

 2005年2月14日、アルマティ市の南西でマグニチュード6.2の地震が発生した。

その時の予知に成功した？ということである。 

 “PROGNOZ”は短期地震予測により、大規模地震時の住民の安全・保護を目指し

ている。住民の安全・保護の最善化を目指し、関係機関と協力して業務を進め

ていく。具体的には住民教育の充実、総合防災訓練などが実施できたらよいと

考えている。 

 

“PROGNOZ”の”Kazselezaschita”内での特殊性、“PROGNOZ”の予知研究と基礎研究
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を行う国立地震研究所との協力関係の構築が課題である。また、“PROGNOZ”の予知結果

そのものがあいまいな印象を受けた。 

 

（３）地質研究所 

はじめに、質問票に対する回答書により、地質研究所の概要を示す。 

地質研究所は、地質に関する基礎研究から応用科学まで研究している。応用科学関連

では、人間活動による地殻ダイナミックスと環境地質を研究している。地震防災に関し

ては地殻ダイナミックスの分野が相当する。 

地質研究所は 1940 年創立で、共和国の地質研究の中心である。300 人の科学者、技術

者が 17 のラボと研究部に所属している。 

地域地質研究としては、環境地質図に近いエンジニアリング地質ゾーンマップを作成

している。さらに、地震活動性、土石流危険区域、レスの分布、地盤沈下、塩分集積、

粘土層の膨張など包括的な研究を行っている。 

危険な地質現象（Dangerous geodynamics processes）については、外的現象（土石流、

地すべり、土壌）と内的現象（地震）に関して、国土の南東部山地で特別なマッピング

を行っている。1983 年、南西部の縮尺１/100 万の地質工学的なゾーンマップを作成して

いる。1993 年には、カザフスタン南西部の山地における危険な地質現象についての研究、

2004 年には、3 枚のマップからなる縮尺１/200 万の環境地質マップを作成している。そ

の中に、危険な地質現象に関する図も含まれる。説明書（表題：Dangerous geodynamics 

processes on the territory of Kazakhstan）は 2004 年に発行され、2006 年にはそれら

の縮尺１/500 万のアトラスが作成された。なお、これらは GIS でも整理されている。 

 

以上の通り、地質研究所は自体で、広域の小縮尺の地質関連図を作成・公表している。

アルマティ市周辺についても、地震防災や土砂災害に関わる現象の危険性などが示され

ているが、縮尺が１/100 万から１/500 万ということで、アルマティ市を対象とした本格

調査に使うには難しい。また、大縮尺地質図についても、非公開ということである。 

歴史地震の記録（例えば、1889 年の地震、1911 年の地震など）の記録はいくつか所有

しており、本格調査の際にはこれらの文献から被害状況をとりまとめることはできる。

メデウダム建設や 1963 年の土石流被害状況などの古い文献、写真などは丁寧に保存され

ている。 

地質研究所は、国土全体の研究成果は多いようであるが、アルマティ市の地震防災に

関する重要な資料を持っている様子はなく、しかもあまり情報公開に積極的ではない印

象である。成果が得にくい機関である。 

 

（４）建設のための地質工学および地震研究会社（Geotechnical and seismic research for 

construction）（“LLC  KAZGIIZ”） 

“LLC  KAZGIIZ ”は 1964 年に国の機関として創立したが、2000 年に民間会社に移行

した。会社規模は技術者では、地質工学技術者 5人、測量技術者 5人、地震工学技術者 5

人、ラボ技術者 4 人、機械技術者 2 人である。地質会社としては、国内最大で、技術力

と所有するデータ量では JICA 調査に対する協力機関として有力である。 
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“LLC  KAZGIIZ ”は建築計画のあるサイトにおいて敷地の測量、地質調査を行い、地

盤調査報告書を作成している。また、地震マイクロゾーニング図をもとに、建物サイト

の地震危険度を判定し、地盤沈下の予測も行う。建築のためのボーリングであるため、

建築基礎の深度までのボーリングがほとんどで、深さは 50ｍ以浅である。地盤調査報告

書には、ボーリングの記載、サイトでの地質断面図、土質試験結果などが記載されてい

る。 

 
図 4-5-2 地盤調査報告書の地質断面図 

(トルコ資本の建設会社提供) 

“LLC  KAZGIIZ ”はアルマティ市内で一万本以上のボーリングデータを保有している

ということである。アルマティ市は建設ラッシュで、地質会社の需要も多く、業務が集

中している。建築に伴う通常の地質調査では価格（単価）が決まっているが、既存ボー

リングを活用した市全域の地質調査などとなると、高額になるということもありうる。 

ボーリング柱状図の収集・整理、ボーリング位置図作成、地質断面図作成、地質平面

図作成について、参考見積もりを作成してもらっている。 

 

（５）耐震工学研究所（Kazakh State Research and Experimental Design Institute on 

Earthquake Engineering and Architecture）（KazNIISSA） 

耐震工学研究所は地震荷重についての設計基準 SNiP の作成、耐震補強マニュアルの作

成など｢カ｣国での建築物耐震設計において中心的立場を占めている。 

  

同研究所は 1989 年”Methodical recommendations on introduction of passport system 

for the buildings of existing construction in Almaty and other settlements located 

in the seismic hazaard regions of Kazakh SSR”を出版し、既存建物の耐震性の有無

を記載している。この本では建物は耐震性に関して 13 種類に分類され、以下の表の結果

を得ている。 
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表 4-5-1 Number, total area, and inhabitants of buildings with various level of 

vulnerability 

Seismic Hazardous Buildings Buildings to be Examined Seismic Resistant Buildings 

Total 
Number 
(x1000) 

Total 
Area 

(x1000) 
sq.m. 

Number 
of 

Inhabitans 

Total 
Number
(x1000) 

Total 
Area 

(x1000)
sq.m. 

Number 
of 

Inhabitans

Total 
Number
(x1000) 

Total 
Area 

(x1000) 
sq.m. 

Number 
of 

Inhabitans

14.2 4,700 200,000 5.3 8,000 250,000 3.5 10,500 750,000 

出典：T. ZHUNUSOV (KazNIISSA), A. TAUBAEV (KazNIISSA), I. ITSKOV (KazNIISSA), N.MIKHAILOVA 

(KazNIISSA), A. NURMAGAMBETOV(UIPE, Complex Seismological Expedition), Seismic Hazard and 

Building Vulnerability in Kazakhstan,  in Seismic Hazard and Building Vulnerability in 

Post-Soviet Central Asian Republics, NATO ASI Series, 1999. 

 

同研究所では起震機を使用した実物建物の振動実験をして建物の耐震性を評価してい

る。 

 

写真 4-5-2 起震機 

 

同研究所での研究内容は論文集”Compsite Authors Research of Seismic Resistance 

of Building and Structure”として出版されている。2001 年の第 20 集の論文タイトル

は下記のとおりである 
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2006 年の第 21 集の論文タイトルは以下のとおりである。 
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４－６ 他ドナー、NGO の取り組み 

（１）国連開発計画（UNDP） 

UNDP では 2005 年から非常事態省を実施機関として、地震災害リスクの高い地域を対象

とした災害管理プロジェクトを実施している。2006 年 9 月に終了したフェーズ I では、

住民啓発・教育のための教材、パンフレット等の作成、ビデオ及び子供向け PC ゲームの

作成等、住民レベルに向けた災害予防の啓発活動について現地 NGO を通じて協力を行っ

た。現在実施中のフェーズ II では、人口、収入、GDP を基礎データとしたアルマティ市

およびアルマティ州におけるリスクマップの作成、アルマティ市郊外に立地する個人住

宅を対象とした住民向け耐震補強マニュアルを作成中であり、2007 年 5 月頃には報告書

が完成する予定となっている。 

 

       
図 4-6-1 UNDP 作成マスタープラン 

 

UNDP の調査結果は、研修・訓練などで活用されている。写真 4-6-1 は UNDP と赤新月社、

NGA 《MAN and ELEMENT》他が協力して作成したパンフレットや教育用ムービー（CD）で

ある。教育用ムービー（CD）に関しては大人向けの災害のドキュメンタリーと子供向け

のアニメからなり、非常にわかりやすい内容である。さらに学校でも使える資料やアニ

メーションも準備している。 
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写真 4-6-1 ＵＮＤＰで作成した地震防災に関する普及資料 

 

コミュニティ防災活動支援のためのプログラムも準備しており、今後 20 のコミュニテ

ィでこれらの資料を使いながら、自発的な（self interest）による防災活動を行なって

いく。なお、本格調査においては、UNDP の活動を十分把握した上で、モデルコミュニテ

ィでのパイロットスタディを行なう必要がある。 

 

UNDP から Local Risk-Management in Earthquake Zone of Kazakhstan, Almaty 2005

が出版されている。この本にはアルマティ市の建物被害予測が掲載されている。｢カ｣国

では国あるいは地方政府によって複数回建物被害予測がされていて下表はその予想であ

るとしている。 

表 4-6-1 アルマティ市における建物の耐震性 

内訳 Including 建物 
Status of building and facilities 

合計 
Total 耐震性あり 

Seismic 
resistant 

耐震性なし 
Seismic 

non-resistant 
建物数 Total buildings and facilities 88,517 2,194 86,323
１住宅 Housing stock 85,831 1,786 83,595
多層階建物 Multi-storey building 9,500 1,713 7,787
個人住宅 Private sector 75,604 6 75,598
寄宿舎 Dormitory 277 67 210

２非住宅 Non-housing stock 3,136 408 2,727
学校 School 173 37 136
幼稚園 Ppreschool institutions 197 28 169
病院等 Medical institutions 98 27 71
ホテル Hotels 40 34 6
高等教育機 Higher istitutions,learning institution 69 18 51
業務・生産施設 Adminidtrative and production facilities 2,239 112 2,127
複合施設 Department buildings 320 152 168

出典：UNDP, Local Risk-Management in Earthquake Zone of Kazakhstan, Almaty 2005 

上記建物被害予測は各区 District 別にもまとめられている。源出典は Data of the 

Almaty Emergency Department, Ministry of Emergency, PK となっている。UNDP の上記

の本では、この建物被害予測がどのような予測方法で作成されたか見つけ出すことがで

きなかったと記述している。 
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UNDP の別の出版物 Lessons from Lugovskoy Earthquake of 23 May 2003, for 

KAZAKHUSTAN, Almaty 2004 によると、｢カ｣国政府は 1988 年アルメニアの Spitak 地震、

1990 年東カザフスタンの Zaisan 地震の後、全国の建物、構造物の耐震性に関するインベ

ントリー調査を行い、1996 年 10 月 アルマティ市で開催された国際会議 Strategy of 

Seismic Risk Mitigation in Urban Territories of Central Asian States で発表して

いる。 

 

上記 Local Risk-Management in Earthquake Zone of Kazakhstan, Almaty 2005 には

集合住宅や学校等のシリーズが記載されている。シリーズはソ連時代の集合住宅や学校

等の標準設計タイプのことで 1960、70、80 年代の多くの集合住宅や学校等が標準設計の

シリーズで建設されており、ある特定の集合住宅や学校等の建設年とシリーズが分かれ

ば、その集合住宅の耐震性の推定が容易となる。シリーズの例を以下に挙げる。 

 

・ Large Panel Buildings Series 1-464 AS、1959-1967 年、Kazgor stroi proekt 

Institute が開発 

・ Large Panel Buildings Series 1KZ-464DS、1967 年-、準拠耐震規定は SNiPⅡ

-A.12-62の 1970年から効力を持ったEarthquake Zone Construction, Design Norms. 

KazPromstroiNIIproect 現在の KazNIISSA が開発に関与。1986 年以降 SNiPⅡ-7-81

に適合するようにマイナーチェンジされている。 

・ Large Panel Buildings Series 69、1973 年-、5 階建て集合住宅。Kazgor stroi proekt 

Institute が開発 

・ Large Panel Buildings Series 158、1977 年-、8，9階建て集合住宅 

・ Building With Load-Bearing Brick Walls Series 308、1958-1968 年 

・ Frame Buildings Series 2KZ-200S、1965 年-、学校や幼稚園に使われる 

・ Frame Buildings Series KP-03、1967 年-、KazPromstroiNIIproect が開発。業務

施設、生産施設に適用 

・ Frame Buildings Series VT-20、1967 年-、5 階建て集合住宅 

・ Frame Buildings Series VP-1、1978 年-、5 階建て集合住宅 

・ Frame Buildings Series SJKU-9、1969 年-、事務所、公的施設、生産施設に適用 

・ Buildings in Structures Series 70S、1986 年-、KazPromstroiNIIproect が開発。

1988 年の Spitak 地震後の解析で批判される。 

 
（２）NGA3 <MAN and ELEMENT> 

地震防災に関わる NGO の活動として、特記すべきは、カザフスタンで行なわれた「中

央アジアにおける地震危険度イニシアチブ」（Central Asia Region Earthquake Safety 

Initiative：CAR-ESI）である。実施主体は NGA <MAN and ELEMENT>で、カザフスタンに

おいては、以下の機関の支援によって行われている。 

① GeoHazards International 

                                                  
3 カザフスタンでは、NGO を NGA と呼んでいる。 
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② USAID 

③ AHEB 

④ HAYOT 

⑤ Humanitarian Assistance Focus 

一連の活動により、様々な印刷物が発行され、それらを用いた教育・訓練プログラム

が実施されている。中央アジア全体での成果品、印刷物は写真 4-6-2、表 4-6-1 に示す。

なお、作成支援機関は教材、資料、発行国によって若干異なる。この NGA の活動は、カ

ザフスタンにあっては、PROGNOZ の技術的支援を受けている。 

 

写真 4-6-2 NGA <MAN and ELEMENT>と支援機関で作成した地震防災資料 

 
表 4-6-1 NGA <MAN and ELEMENT>と支援機関によって作成された地震防災資料 

資 料 名 体 裁 内 容 

ABC、情報カード、自然災

害の基礎知識 

ポケット版 住民向けポケット版で、地震時のチェックポイント、家具の安全対策、地震災害

への事前の備え、直後の対応、火事への対応、連絡先、個人の連絡先など 

ABC、情報カード、自然災

害の基礎知識 

冊子 一般向け（ワークショップ等参加者向け）の冊子。地震のメカニズム、プレート

テクトニクス、チェックシート、自分自身の準備度、耐震基準のチェック、身支

度、備蓄品など 

家族の自然災害準備 

プラン 

パンフ 

レット 

家族用地震対策チェックシート 

ABC、インストラクターの

ためのマニュアル 

冊子 地域等の指導者向けの冊子。地震のメカニズム、地震危険度リスク、震度階とは、

日本の事例、地震時のチェックポイント、家具の補強対策、オフィス・家庭での

地震災害への事前の備え、直後の対応、備蓄品、地すべり・洪水への注意、トラ

ウマ対策など 

非構造リスク軽減の 

教科書マニュアル 

冊子 家具の補強に特化した一般向けテキスト。2005 年、タジキスタンで配布したもの

地震災害、自分と他人を

救え！ 

パンフ 

レット 

車中での対応についての資料。地震前、地震で揺れている最中、地震が収まった

あとの対応など 

学校の緊急事態準備 

マニュアル 

冊子 学校の教師向けの資料で、学校の安全確保が中心。地震に対する学校での準備、

地震時のリアクション、避難の知識、校長・教師・保健教師・用務員・PTA それ

ぞれの心構え・役割・対応、学校での備蓄、学校の復興、子供への防災教育、中

央アジアの地震・都市の危険性の学習、校内防災組織作りなど 

病院のための自然災害

(地震)準備マニュアル 

冊子 病院向けの資料で、病院・患者の安全確保が中心。地震に対する病院での被害の

タイプ、緊急事態計画作成、標準的危機管理システム、中央アジア各国の緊急時

病院組織体制図、管理者の役割など 

2006 年トレーニング 

ドキュメント 

CD 関連資料、上記印刷物の pdf、セミナーの ppt など 

注：作成年は 2005 年前後である。 
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（３）American Red Cross (ARC)とカザフスタン赤新月社（RCSK） 

ARC はカザフスタン、タジキスタン、ウズベキスタンの赤新月社と協力して中央アジア

地域での地震被害軽減準備のためのプログラムを行っている。プログラムのレベルは、

コミュニティレベル－国レベル－中央アジア地域レベル－国際レベルで戦略が練られて

いる。カザフスタン国においては、RCSK と協力して、被害軽減と回復力強化・改善（improve 

resiliency）プログラムを実施している。カザフスタンでは、1999 年に行われた RADIUS 

プロジェクトにより、アルマティ市で MSK 震度Ⅸの揺れを伴う地震があり、７万 5 千人

の死者、30 万人の負傷者が出、1/3 の住居ビルが崩壊すると推定されている。 

プロジェクトの概要は以下の通りである。 

 一連のアルマティ市での防災活動予算は、60 万 US ドルである。 

 期間は予算が確保できれば、18 ヶ月 

 

プロジェクト目標：アルマティにおける地震被害軽減と回復力強化・改善（improve 

resiliency） 

目的１：RCSK と大地震時の初動対応者の防災能力向上 

主な活動： 

 RCSK のスタッフやボランティアのためのマネジメント訓練（コミュニティレベ

ル－州レベル－国レベル） 

 基本的な救助活動用品、機材の戦略的配置 

 救急処置訓練 

 関連機関との合同訓練 

期待される結果： 

 RCSK とボランティアの人材能力の改善 

 防災管理と技術支援の提供能力向上 

 脆弱地（被災危険地）への直接的支援能力の強化 

 初動活動主体(消防、警察、市民防衛など)の調整力、連携強化 

 

目的２：脆弱地（被災危険地）の学校での大地震時の安全に関する周知、訓練の実施 

主な活動： 

 脆弱地（被災危険地）の学校での準備活動の実施 

 災害準備に関するユースキャンプ（Disaster Preparedness Youth Camp） 

 8 キャンプ(一つのキャンプに１００人の中学生) 

 基本的な災害準備訓練 

 若者に災害準備戦略の基本概念を身につけることを目的とする。 

 家族での防災訓練 

キャンプ参加の若者を通じて、家庭での防災準備のあり方を身につけ、訓練を行なう。 

 

 公共放送を通じて、自然災害、特に地震に対する安全知識を伝える。 

 パンフレット、ブロシュア、ポスター、カレンダーなどによる知識普及 

 コミュニティ行事を開催し、減災メッセージを発表する。 
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 教師の訓練 

期待される結果： 

 生徒や保護者が災害前、災害中、災害後にどのような行動をすべきかが理解さ

れる。 

 学校や家庭での防災対策が進む。 
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